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日本年金機構中期目標   日本年金機構中期計画  平成21年度計画   平成21年度における評価の視点   評価  

イ 年金給付の支給の誤りを防止する  （卦正確な支給   ③年金給付に関する業務処理マニュ  日本年金機構 の自己評価       ため、年金給付に関する業務処理マ  年金給付の支給の誤りを防止するため、以  アルの徹底を図り、必要に応じて研修  
ニュアルの徹底を図るとともに、事務  下の措置を講じる。   等を行う等年金給付の．支給誤りを防  
‾■さ   処理誤りが発生した場合には、事務処  ア 年金給付に関する業務処理マニュアル  止するための措置を講じたか。   
理誤りに関する組織内の情報共有を  

厚生労働省  

の評価  
徹摩するなど、再発防止のための必  
軍な改善措置を講じる。   イ年金給付に関する事務処理誤りについ  

て、組織内の情報伝達ルートを整備し、情  
報共有を徹底する。  

○ 申請忘れ、申請漏れの  ②年金支給年齢の到達前に受給権の  ④申請忘れ、申請漏れを防ぐ取組   ④年金支給年齢に到達する直RI引こ、  日本年金機構 
の自己評価  方を極力少なくするための  発生をお知らせする文書を送付する  受給者の申請忘れ、申請漏れを防止する  「ターンアラウンド方式」の年金請求書   
実効ある取組を進めること。  等、受給者の申請忘れ、申請漏れを  ため、年金支給年齢（60歳又は65歳）に  を送付する等、受給者の申請忘れ、申  

極力防ぐための実効ある取組を進め  

等が記載されている年金請求書（ターンア  
厚生労働省  

る。   の評価   
ラウンド方式）を本人宛に送付する等の取  

組を進める。   

（4）相談、情報提供等に関  4．相談、情報提供等に関する事項  4，相談、情報提供等に関する事項   4．相談、情報提供に関する事項   
する事項   （1）年金相談の充実   （1）年金相亭炎の充実   （1）年金相談の充実   

日本年金機構  

○ 国民が利用しやすい相  年金相談について、被保険者、受給  通常期で30分、混雑期においても1   
の自己評価  

談体制の整備、国民の視点  権者その他の関係者の立場に立っ  時間を超えないよう待ち時間の短縮に  厚生労働省   

に立った懇切丁寧な対応や  て、利用しやすい相談体制を整備する  努めるなど、お客様の立場に立って、  の評価 
他の相談機関の適切な紹  とともに、必要に応じて市町村や税務  利用しやすい相談体制の整備や懇切   

介、来所相談における待ち  署等の他の相談機関を紹介する等、  丁寧な対応等年金相談を適正に実施   

時間の短縮、電話相談にお  したか。  

ける応答率の向上に努める  

こと。   



日本年金機構中期目標   日本年金機構中期計画   平成21年度計画   平成21年度における評価の視点   
評価   

ア窓口の混雑状況やお客様のニー  
ズを踏まえながら、受付時間の延長や  
休日の開庁等を適切に実施する。ま  
た、電話相談について、応答状況を踏  
まえながら、適切な体制を整備する。  
来所相談について、通常期で30分、  
混雑期においても1時間を超えないよ  

う待ち時間の短縮に努める。混雑時に  
おいては待ち時間の目安を表示する。  
ねんきんダイヤル応答率については、  
中期目標期間中、毎年度の応答率が  
前年度の応答率と同等以上の水準を  
確保することとし、最終年度において  
は、当該応答率を70％以上とすること  
を目指す。  

イ窓口の混雑状況（事務所別、曜日時間  
帯別の平均待ち時間）をホームページ等で  

提供するとともに、混雑時の待ち時間の目  
安等の積極的な情報提供や手続のご案内  
により、手続や相談のためにわざわざ年金  
事務所に来ていただく必要を減らすこと、  
及び予約制による年金相談を含めた対策  

により、通常期で30分、混雑期においても  
1時間を超えないよう待ち時間の短縮に努  

める。  

○ 市町村や社会保険労務                 イ年金相談センターの運営を全国社   

士との連携強化を図り、年  会保険労務士会連合会に外部委託  険労務士会連合会に委託する等、社会保   
金相談の充実に努めるこ  険労務士等の協力を得て、効果的な業務  
と。また、年金委員をはじめ  実施を図る。  
とする市民との連携協力に   

努めること。   連携・協力し、市町村の庁舎等を活用  
した年金相談の効果的な実施を図る。  

エ端末装置の設置市町村数の拡大  
を図るなど、市町村との連携強化に取  
り組む。  カ年金相談担当者の事務所内研修の実  
オ年金委員をはじめとする市民との  
連携協力を行い、相談体制の拡充を  
図る。   もに、円滑かつ効率的に対応できる相談体  

制を整備する。  



1リ  

日本年金機構中期目標   日本年金機構中期計画  平成21年度計画   平成之1年度における評価の視点   
評価   

○ 公的年金事業に関する  （2）分かりやすい情報提供の推進  く2）広報活動の推進   （2）広報活動の推進  

国民の理解と信頼を確保す  

るため、分かりやすく効果的   報媒体の選定により、効果的な広報を   

な情報提供を行うこと。ま  実施するとともに、施策目的に沿った  

た、インターネットの活用等  分かりやすい周知広報等を実施した  

による年金個人情報の提供  か。   

を図ること。   

ア広報目的や対象に応じて適切な広報  

媒体を選定することにより、より効果的な広  
い情報提供を実施する。  報の実施を図る。  

○  日本年金枚構  

イ次のような施策目的に沿っくた分かりや  

すい周知広報を充実する。  
・制度改正に伴う施行事務の円滑な実施  

のための改正内容の周知広報  
・国民年金の保険料について、口座振替割  
引制度」保険料の減免手続、電子納付や  
コンビニ収納等についての周知広報  

・健康保険、厚生年金等の適用の適正化  
及び適正な保険料収入の確保並びに保険  
給付の適正化のため、被保険者資格等の  
適正な届出、保険料の納期内納入等につ  
いて、事業主に対する周知広報  
・インターネットや磁気媒体（FD）による届  

出の普及促進を図るため、事業主等に対  
する周知広報  

ウ年金委員、社会保険労務士等の協力・  
連携による周知・理解の推進  

エ国民年金のメリットや安心感などのポイ  

ントを分かりやすく解説した資料やお客様  

の多様な関心事項に的確に回答した資料  

筆を作成し、年金制度の意義役割の周知、  
年金制度に対する漠然とした不信感を払  

拭するための広報を展開する。  

オ年金制度の仕組みや必要な届出等に  
ついて解説した資料を年金手帳の交付時  

等に合わせて配布する。   



日本年金機構中期目標   日本年金機構中期計画   平成21年度計画   平成21年度における評価の視点   
評価  

イ分かりやすく利用しやすいホーム  

ページを作成・提供する。  を解説したネット番組の配信や子ども向け  

のキッズページ等を含め、わかりやすい広  
報を展開する。  

ウ被保険者に対して、保険料納付実   
②年金個人情報の提供の充実  ②インターネットによる年金個人情報  日本年金機構 の自己評価  

んきん定期便」を実施する。  年金見込額等をお知らせする「ねんきん定  

期便」を送付する。  厚生労働省  

の評価   
エインターネットや他の個人あて文  

書交付の機会を活用して、年金個人  
情報の提供の充実を図る。  ・インターネットによる年金見込枝試算照会  

の受付を機構ホームページで行い、試算  

結果等を郵送により提供する。  
・機構独自のIDり〈スワード認証方式によ  

る仕組みにより、被保険者一受給郵こ対し  
て年金加入記録を即時に回答する  

ウ「社会保険料（国民年金保険料）控除■  

証明書」の裏面を活用し、国民年金第1号  
被保険者を対象に前年1年間の各月の年  
金加入状況を通知する。  

工「ねんきん定期便」の送付に並行して、 
厚生年金保険被保険者及び国民年金第3  
号被保険者に係る住所記録の整備を推進  
する。   

（5）国民の声を反映させる  5．お客様の声を反映させる取組に関  5．お客様の声を反映させる取組に関する  5．お客様の声を反映させる取り組み  日本年金機構  する事項  事項   に関する事項   
○国民の声を的確に把  公的年金事業及び日本年金機構に  の自己評価   

握・分析するとともに、これ  
を具体的なサービス改善に  

厚生労働省  

つなげるための多様な仕組  
の評価  

みを開発・導入すること。そ  

の際、国民の声を直接伺う  
年金事務所等の職員の意  
見をサービス改善に反映さ  

せるよう具体的な取組を行  

うこと。また、国民の声の分  
析結果を公表すること。   



14   

日本年金機構中期目標   日本年金機構中期計画   平成21年度計画   平成21年度における評価の視点  評価  

アお客様に対するサービスを向上さ  ひお客様へのお約束   
定し、役職員の常時携帯を徹底すると  日 

客様へのお約束10か条」を策定し、そ  の具体的な目標を定めた「お客様へのお  ともに、その実現に向けて取り組んだ  
の実現に努める。   約束10か条」を策定し、役職員の常時携  

帯を徹底するとともに、その実現に向けて  ヽ ヽ          ひ「お客様へのお約束10か条」を策   本年金機構  

取り組む。   

イ  R－  
タ一会議の開催等、現場主導のサー         機構業務についてお客様の視点に立った  タ一会議の開催に向けた準備、職員  日 
ビス改善の仕組みを導入する。お客様  見直しを進め、年金事務所におけるお客様  提案制度の適切な運用、各年金事務  
・・一・＿．－さ   モニタ「会議については、22年度から  モニター会議の開催に向けた準備を進め  所の「」意見箱」の設置等現場主導の  厚生労働省  
敷か所の年金事務所においてモデル  の評価  
的に実施し、モデル実施の結果を踏ま  
え、実施事務所数の拡大を検討する。  
また、各年金事務所に「ご意見箱」を  
設置し、お客様の声の収集に努める。  
職員からのサービス．改善・業務改善の  
ための提案制度を設け」効果的かつ  
効率的な運用につなげる。   

本年金機構 の自己評価  

ウ 現場で受け付けたお客様の声（苦  ③お客様の声の集約   

日 

直接報告する仕組みを導入するととも  む）について、現場から本部に直接報告す  仕組みを導入し、本部で情報を集約す  
に、その内容を蓄積、対応を管理し、  る仕組みを導入し、本部で情報を集約する  るとともに、お客様の声の内容等につ  厚生労働省  
分析を行うためのデータベースを構築  の評価   
する。データベースの構築に向けて  
は、22年度中に導入に向けた必要な  
調査・検討を行い、23年庭中の導入・ 

稼働を目指す。   

○ サービス改善の取組状  エ お客様満足度を測るためのアン  ④窓口サーヒスの改善   ④ 年金事務所等の患ロサーヒスに   

③現場で受け付けたお客様の戸に  本年金機構 の自己評価  

その結果を分かりやすく国  めの覆面調査を実施し、お客様に対す  し、結果を機構ホームページに公表する。  の充実を図ることで、窓口サービス改  厚生労働省   
民にお知らせする羊と。ま  善に取り組んだか。   の評価  
た、顧客満足度を示す指標  
を設定し、サービス改善に  
努めること。   

日本年金機構 の自己評価  況を客観的に評価するため  ケートや「お客様へのお約束10か条」  ア 全国の年金事務所等の窓口サービス  ついての「お客様満足度アンケート」の  の覆面調査などを実施し、  の取組状況等を客観的に評価するた  について「お客様満足度アンケート」を実施  実施及びその結果の公表、職員教育                 1るサービス向上を図る。  




